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1 Lawyer's Eye 


弁 
中 国 弁護 士 胡 絢 静 


デー タ 安 全 法 (草案 ) か ら 読み 解く 中 国 の 「 デ ー タ 」 規 制 の 行方 


1.。 は じ め に 

中 国 の 全 人 大 常務 委員 会 は 2020 年 7 月 3 日 付け で 「 デ ー タ 安全 法 ( 草 案 )」 を 公表 し た 。 執筆 時 点 (9 月 23 
日 ) に お いて は 、 同 法 の 正式 な 公布 の 見 通し は 立っ つて いな い が 、 今後 正式 に 公布 され れ ば 、 中 国 で の デー タ 処 理 
及び デー タ セ キュ リティ に 関す る 初 の 基本 法 と な る 。 

同 法 (草案 。 以下 単に 同 法 と 呼ぶ 。 ) が 草案 段階 な が ら も 注目 され る の は 、 その 内 容 が 企業 活動 に 与え る イン パ 
クト の 大 き さ 以 外 に も 、 中 国 に お ける デー タ 規 制 の 動向 等 を 読み 解く ヒン ト が 含ま れ て いる 点 に ある 。 本 稿 で は 、 同 
法 を 概観 する と と も に 、 現時 点 で 留意 し て お くべ き 同 法 の ポイ ント を みて いき た い 。 


2. 立法 目的 

中 国 の 法令 で は 立法 目的 が 、 冒頭 で 明確 に 示さ れる こと が 多い 。 同 法 で は 「 デ ー タ セキ ュ リ ティ の 保障 、 デー タ の 
開発 利用 の 促進 、 個人 ・ 組 織 の 合法 的 権益 の 保護 、 国家 主権 や 安全 保障 等 の 維持 」 に ある と され る ( 同 法 1 
条 )。 立法 目的 は 往々 に し て 複合 的 で は ある が 、 同 法 に つい て は 、「 デ ー タ 及び デー タ セ キュ リティ 管理 制度 を 構 
築 す る こと が 、 国家 安全 保障 体制 の 強化 に 資す る 」 と の 中 国 特有 の 「 総 体 国家 安全 観 」( 同 法 4 条 ) に 基づく こと 
が 明確 に 示さ れ て いる こと か ら す る と 、 国家 安全 保障 体制 の 強化 を 主たる 立法 目的 と し て いる と いえ よう 。 
同 法 は 全文 51 条 し か な く 、 内 容 的 は 原則 的 、 方 針 的 な 規定 に と ど ま る (但し 、 デー タ セ キュ リティ 等 お いて 必要 
な 措置 を 怠っ た 場合 の 行政 処罰 規定 は 存在 する 。 )。 正式 に 公布 され た と し て も 、 法制 度 の 運営 等 は 別途 付随 リ 
スト 、 行政 法規 、 細則 等 に より 規定 され る こと に な る 。 


3. 同 法 の 適用 範囲 

同 法 は 中 国 国内 で 行わ れる 「 デ ー タ 処理 」 に 適用 され る 。 「 デ ー タ 」 と は 、 「 電 子 又は 非 電子 の 形式 を 問わ ず 、 情 
報 に 対す る 記録 」 を 指す と され て お り 極 め て 広範 で る る 。 また 、「 デ ー タ 処理 」 と は 、 デー タ の 収集 、 保存 、 加工 、 
使用 、 提供 、 取引 、 開示 等 の 行為 を 指す と され て いる ( 同 法 3 条 )。 

同 法 で は 、 外国 法人 へ の 同 法 の 域外 適用 が 明記 され て いる 点 が 留意 すべ き 点 で ある 。 すなわち 、 「 中 国 国外 の 
組織 、 個人 に よる デー タ 処 理 行為 が 、 中 国 の 国家 安全 、 公共 利益 、 又 は 個人 、 組織 の 合法 的 な 権益 に 損害 を 
与え る 場合 、 法律 責任 を 追及 する 。 」 と の 規定 が ある ( 同 法 2 条 )。 

例え ば 外国 法人 に よる デー タ の 不正 取得 や デー タ 漏 洩 事故 等 の 場合 で も 、 それ に より 中 国 国内 の 会 社 や 個人 が 
損害 を 被っ た 場合 に は 、 同 法 に 基づき 当該 外国 法人 が 直接 的 に 行政 責任 等 を 追及 され る 可能 性 を 残す も の で 
ある 。 も っ と も 、 外国 法人 に 対し て 中 国 当局 が どの よう に 責任 追及 する の か 等 は 今後 検討 され る べき 事項 は ある 
が 、 同 法 の 安全 保障 法令 と し て の 性 質 上 、 域外 適用 の 可能 性 に 明確 に 言及 する こと も 何ら 不思議 で は な い 。 


4. デー タ 保 護 規制 の 「 大 枠 」 

同 法 は 、 以下 の よう な デー タ 保 護 規制 の 「 大 枠 」 を 規定 する 。 

① 国家 は デー タ の 重要 度 又は 属性 等 に 応じ た 分 類 に 基づき 、 デー タ 保 護 規制 を 実施 する 。 

② 「 重 要 デ ー タ 」 に つい て 重点 的 な 保護 の 対象 と し 、 より 厳格 な 規制 対象 と 位置 付け て いる こと か ら す る と 、 


重要 デー タ の 取扱 者 は 、 デー タ 安 全 責任 者 と 管理 部 署 の 設置 が 求め られ 、 定期 的 に リス ク 評価 を 行っ た うえ で 、 評価 報告 を 主管 
部 署 に 届け 出る こと が 義務 付け られ る ( 同 法 25 条 、 28 条 )。 それ ら を 怠っ た 場合 は 、 事業 者 及び 直接 の 責任 者 の 両方 に 対し て 禄 

金 を 課す こと が で きる 。 大 量 の デー タ を 漏洩 させ た 等 悪質 な 場合 は 、 事業 者 に 対し て 最大 100 万 元 、 直接 の 責任 者 に 対し て 最大 

10 万 元 の 禄 金 を 課す こと が 可能 で ある 。 
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「 大 枠 」 に お いて は 重要 デー タ の 該当 性 の 判断 方 法 等 が 留意 すべ き ポ イン ト と 考え られ る 。 何 を も っ て 重要 
デー タ と する か は 、 各地 域 の 各行 政 部 門 が 国家 規定 に 従っ て 、 当該 地域 、 当該 部 門 、 業界 に お ける 「 重要 
デー タリ スト 」 を 作成 する と いう 方 法 に より 画定 され る と され て いる ( 同 法 19 条 )。 こ の 点 、 同 法 は 、 各 地域 や 
業界 等 の 事情 等 を 加味 し な が ら 実 務 に より 即 し た 「 重 要 デ ー タ 」 の 設定 が 行わ れる べき と いう 発想 に 基づい 
て いる と み ら れ る が 、 一 方 で 法制 度 と し て 「 重 要 デ ー タ 」 の 設定 基準 は で きる 限り 客観 的 で 明確 で ある べき と 
いう 意見 も 存在 する 。 同 法 の 公表 後に お いて 、 実務 レベ ル で は 重要 デー タリ スト の 作成 方 法 等 に つい て は 活 
発 な 議論 が な され て いる 状況 に ある 。 この 点 は 今後 の 立法 に お いて どの よう な アプ ロー チ が 採ら れる の か は 
注目 すべ き 点 と 思わ れる 。 

③ デー タ 規 制 の 国家 安全 保障 上 の 審査 手続 き と し て 、 同 法 で は 「 デ ー タ の 安全 審査 制度 」 が 導入 され 、 デー タ 
処理 が 国家 安全 保障 に 与え うる 影響 に つい て 審査 する と され る ( 同 法 22 条 )。 国家 安全 保障 に 影響 し うる 
と 判断 され れ ば 、 デー タ 処 理 を 伴う 当該 事業 活動 が 禁止 され る か 、 又は 事業 範囲 を 変更 せ ざ る を 得 な い 結 
果 が 生じ る た め 、 企業 に と っ て の イン パク ト は 大 きい 、。 一 方 で 、 同 法 で は 当該 制度 の 具体 的 運用 等 の 規定 が 
な く 、 今後 の 立法 や 運用 等 も 留意 すべ き ポ イン ト と いえ る 。 

④ 同 法 は 、 デー タ の 内 容 に 応じ て 、 例え ば 個人 情報 デー タ で あれ ば 、 個人 情報 保護 規制 が 適用 され 、 国家 秘 
密 に 関連 する デー タ で あれ ば 、「 国 家 秘密 法 」 等 の 関連 法令 の 適用 が ある こと は 明確 に 規定 し て いる 。 「 デ 
ー タ 」 に も 、 例え ば ビジ ネス 上 重要 な 価値 を 有する 「 デ ー タ 」( ビ ッ グ デー タ 等 )、 個人 情報 デー タ 、 国家 秘密 
に 関連 する デー タ 、 安全 保障 に 関連 する デー タ 等 様々 な 形態 が 存在 する こと か ら 、 同 法 に 基づく デー タ 規 
制 と の 適用 関係 の 整理 の 必要 性 を 念頭 に 置い た 趣旨 と 思わ れる 。 この 点 、 他 に も 中 国 で は 、 2017 年 6 月 
1 日 か ら 「 ネ ッ ト 安 全 法 」 が 施行 され 、 サイ バー セキ ュ リ ティ 、 個人 情報 や 重要 デー タ に 対す る 法規 制 の 整備 
が 進め られ て いる が 、 上 記 ② の 同 法 の 「 重 要 デ ー タ 」 の 重点 的 な 保護 等 の 点 で は 、「 ネ ッ ト 安 全 法 」 に 基づく 
デー タ 規 制 と も 実質 的 に 重なり 合う 。 し か し な が ら 、 同 法 で は 、「 ネ ッ ト 安 全 法 」 に 基づく 規制 と の 具体 的 な 関 
連 性 等 まで は 明らか に し て お ら ず 、 今後 関係 性 等 が どの よう に 整理 され る か に つい て も 注目 すべ き 点 で ある 。 


5. デー タ 取 引 の 規範 化 

同 法 は 、 デ ー タ の 国内 及び 国外 で の 安全 、 自由 な 流通 を 促進 する こと を 立法 目的 と し て 掲げ た うえ ( 同 法 5 条 、 
10 条 )、 データ 取引 行為 に つい て は 一 定 の 義務 を 課す 。 いか な る 事業 者 や 個人 に よる デー タ の 取得 に つい て も 、 
合法 、 正当 な 方 法 で の 取得 で ある こと が 要求 され 、 違法 な 方 法 に よる 取得 が 禁止 され る ( 同 法 29 条 )。 


デー タ 取 引 を 業 と する も の (デー タ 取 引 プ ラッ ト フ ォ ー マ ー 等 ) に つい て 、 前 記 の 一 般 原則 に 加え て 、 デー タ 提 供 者 
に 対し て デー タ の 出所 の 説明 を 求め る べき 義務 、 取引 当事者 (デー タ の 販売 者 と 購入 者 ) の 身分 を 確認 すべ き 
義務 も 負わ され る ( 同 法 30 条 )。 中 国 で は 、 業界 等 に より デー タ 取 引 プ ラッ ト フ ォ ー マ ー を 通じ た 一 元 的 な デー タ 
管理 が 進み つつ ある (例え ば 、 医療 デー タ 等 が 挙げ られ る 。 )。 今後 中 国 で の 事業 活動 に お ける デー タ 取 得 ・ 管 理 
に つい て 、 特定 の デー タプ ラッ ト フ ォ ー ム 等 を 経由 する こと が 求め られ る 場面 も 予想 され 、 その 場合 同 法 に 基づき 
管理 等 が 厳格 化す る 可能 性 が ある 。 


6. その 他 

国家 安全 保障 上 の 観点 か ら 、 同 法 で は 現在 の 国際 情勢 を 意識 し た 次 の よう な 規定 が 盛り 込ま れ て いる 点 も 特徴 
的 で ある 。 「 相 手 国 が デー タ や デー タ 開 発 利用 技術 に 関す る 投資 、 質 易 活動 に お いて 中 国 に 対し て 差別 的 措置 
を 採っ た 場合 、 中 国 も 当該 相手 国 に 対し て 相応 の 措置 を 採る こと が で きる 。 」 と の 規定 で ある ( 同 法 24 条 )。 


以上 
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弁護 士 若林 耕 中 国 弁護 士 層 史 
弁護 士 尾関 麻帆 中 国 弁護 士 李 芸 
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弁護 士 岩井 久美 子 北京 オフ ィ ス 顧 問 李 加 弟 
弁護 士 横井 傑 北京 オフ ィ ス 顧問 李 穫 

弁護 士 藤本 博之 上 海 オ フィ ス 顧 問 絶 媛 媛 
弁護 士 徳山 剛史 上 海 オ フィ ス 顧 問 部 翌 雲 


最新 中 国法 令 の 解説 


国家 外貨 管理 局 に よる 貿易 新 業態 の 発展 の 支持 に 関す る 通知 

[ポイ ント ] 本 通知 は 、 対 外 貿 易 の 品質 を 高め 、 ク ロス ボー ダーEC と いっ た 新た な 貿易 業態 の 発展 を 促進 し 、 質 
易 に 関す る 海外 送金 の 利便 化 を 図る た め の 関 係 事項 の 運用 に つい て 規定 し て いる 。 具体 的 に は 、 クロ ス ボ ー ダ 
ーEC 関連 サー ビス (物流 や 関税 申請 等 ) も 外貨 送 金 規制 の 下 で 展開 され る こと を 明確 に し 、 クロ ス ボ ー ダ ーEC 
業者 の 輸出 及び 輸入 に か か る 費用 の 相殺 処理 を 可能 に する こと で 実際 の 輸出 金額 と 費用 負担 計算 に か か る 金 
額 が 異な る こと も 許容 し 、 中国 国内 の 物流 会 社 に も クロ ス ボ ー ダ ーEC 業者 の た め の 倉庫 、 物 流 棟 の 費用 を 代替 
的 に 支払 うこ と が 可能 と し た 。 以上 の 費用 支払 \ い につい て は 、 所 在 地 の 外 貨 局 に 届け 出る も の と され て いる 。 また 、 
クロ ス ボ ー ダ ーEC 関連 サー ビス 業者 (対外 貿易 総合 サー ビス 企業 と 定義 され る 。 ) が 、 一 定 の 条件 の 下 に 、 顧客 
か ら の 委託 に 基づい て 、 輸 出 に か か る 外貨 代金 を 受領 する こと も 可能 と 規定 され た 。 

2020 年 5 月 20 日 公布 、 同 日 施行 

[原文 ] 国家 外 江 管 理 局 英二 支持 貿易 新 並 奉 及 展 的 通知 


ぐ く 民 事 訴 訟 案件 に 関す る 司法 解釈 > 
最高 人 民法 院 に よる 商業 秘密 侵害 紛争 民事 案件 審理 に 適用 され る 法律 に つい て の 若干 問題 に 関す る 解釈 
(意見 募集 稿 ) 
[ポイ ント ] 本 意見 募集 稿 は 、 商業 秘密 侵害 に お ける 民事 案件 の 審理 に 関す る 問題 を 規定 する 司法 解釈 で ある 。 
商業 秘密 侵害 に お ける 民事 案件 の 審理 は 、 主 に 「 不 正 競争 防止 法 」 及 び 「 不 正 競争 民事 案件 の 法律 適用 の 若 
干 問題 に 関す る 解釈 」 の 中 の 規定 を 適用 する が 、 一 部 の 手続 上 及び 実体 上 の 問題 に つい て は 明確 に 規定 が さ 
れ て いな い 、。 本 稿 は 、 商業 秘密 侵害 に お ける 民事 案件 に 関す る 問題 を さら に 明確 に 規定 し て いる 。 
本 稿 は 、 商業 秘密 の 認定 、 権利 侵害 の 判断 基準 、 保全 手続 き 、 損害 賠償 、 立証 責任 の 移転 等 、 商業 秘密 侵 
害 に 関す る 民事 案件 の 審理 に お ける 各 方 面 の 問題 を 規定 し て いる 。 具体 的 に は 、 商業 秘密 の 非 公知 性 に 対す 
る 要求 を 下げ る こと 、 デー タ 等 が 明確 に 商業 秘密 の 範 瞳 に 入る こと 、 商業 秘密 の 共有 に あたっ て は 共有 者 全員 
が 守秘 措置 を 取ら な けれ ば な ら な いこ と 、 商業 秘密 行為 の 保全 制度 等 が 規定 され て いる 。 

意見 募集 期間 :2020 年 6 月 10 日 一 7 月 27 日 ) 
[原文 ] 最高 人 民法 院 共 二 定理 侵犯 商 秘 密 色 分 民事 案件 成 用 法律 若干 向 凍 的 解 群 ( 征 求 意 見 稿 ) 


最高 人 民法 院 に よる イン ター ネッ ト 知 的 財産 権 侵害 紛争 に 係る 法律 適用 問題 に 関す る 回 答 (意見 募集 稿 ) 

[ポイ ント ] 中 国 に お いて 増大 する イン ター ネッ ト 上 で の 知 的 財産 権 侵害 に 対す る 処理 を 定め る 司法 解釈 で ある 。 
イン ター ネッ ト サ ー ビ ス 提 供 者 、E コマ ー ス プラ ッ ト フ ォ ー ム 経営 者 が 権利 者 か ら 通知 を 受け た 後 遅滞 な く 削 除 ・ 接 
続 の 切断 等 の 措置 を 採ら な か っ た 場合 の 拡大 損害 に 対す る 連帯 責任 (2 条 )、 権利 侵害 の 通知 が 客観 的 事実 と 
合致 し な い 場合 で あっ て も 、 権利 者 側が 主観 的 な 錯誤 が な いこ と を 証明 し た 場合 に は 通知 に よる 民事 責任 を 負 
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わな いこ と (3 条 ) 等 、 ネ ッ ト 上 の 権利 侵害 責任 の 追及 を 容易 に する 規定 が 定め られ て いる 。 一 方 、 権 利 侵害 の 通 
知 を 転送 され た 被疑 侵害 者 側 は 権利 侵害 不 存在 通知 を 発出 で き 、 当該 通知 後 も 権利 者 側が 提訴 し な い 場 合 
に は 被疑 侵害 物品 の 削除 措置 等 を 解除 で きる こと (4 条 ) 等 、 被疑 侵害 者 の 権利 保護 の た め の 規 定 も 置か れ て 
お り 、 今後 の 制定 動向 が 注目 され る 。 

2020 年 6 月 10 日 公布 

意見 募集 期間 :2020 年 6 月 10 日 一 7 月 27 日 ) 
[原文 ] 最高 人 民法 院 英 干 渉 岡 銘 知 退 疾 羽 侵 名 分 有 共 法律 哲 用 同 題 的 批 外 ( 征 求 意 見 稿 ) 


最高 人 民法 院 に よる 電子 商取引 プラ ッ ト フ ォ ー ム に お ける 知 的 財産 権 紛争 案件 の 審理 に 関す る 指導 意見 ( 意 
見 募集 稿 ) 
[ポイ ント ] 2019 年 1 月 1 日 に 施行 され た 「 電 子 商務 法 」 に より 、 中 国 国内 の E コマ ー ス に 対す る 監督 が 強化 さ 
れ て いる が 、 本 指導 意見 は 同 法 に 規定 され た E コマ ー ス プラ ッ ト フ ォ ー ム 上 で の 知 的 財産 権 紛争 の 処理 の 詳細 
を 定め た も の で ある 。 た と えば 、E コマ ー ス プラ ッ ト フ ォ ー ム 経営 者 は 、 プラットフォーム 内 で の 知 的 財産 権 侵 害 を 
知り また は 知る べき と き は 、 削除 ・ 接 続 の 切断 等 を 含む 措置 を 採ら し な けれ ば な ら ず 、 故意 に よる 複数 回 の 侵害 行 
為 が あっ た 場合 に は 、E コマ ー ス プラ ッ ト フ ォ ー ム 経営 者 に より 取引 ・ サ ービス 終了 の 措置 を 採る こと が で きる こと 
(4 条 )、 プ ラッ ト フ ォ ー ム サー ビス の 提供 に 該当 する か 人 否 か の 判断 基準 (ウェ ブ ペ ー ジ 上 の 表示 ・ レ シー ト 上 の 販 
売 者 の 情報 等 )(3 条 ) 等 が 規定 され て いる 。 
2020 年 6 月 10 日 公布 

意見 募集 期間 :2020 年 6 月 10 日 一 7 月 27 日 ) 

[原文 ] 最高 人 民法 院 英 干 車 理 渉 申 子 商 鼻 平 台 知 巡 族 名 益 案 件 的 指 呈 意見 ( 征 求 意見 稿 ) 


ぐ フ ァ イ ナ ンス リー ス 規 制 > 
ファ イナ ンス リー ス 会 社 監 督 管理 暫定 弁 法 
[ポイ ント ] 中 国 銀 行 保険 監督 管理 委員 会 (以下 「CBRC」 と いう 。 ) が 公布 し た 「 フ ァ イ ナ ンス リー ス 会 社 監督 管理 
暫定 弁 法 ( 以 下 「 本 件 弁 法 」 と いう 。 ) は 、 2018 年 に ファ イナ ンス リー ス 会 社 の 主管 当局 に つい て 商務 部 か ら 
CBRC に 委員 会 に 移管 され た 以来 、CBRC に よっ て 公布 され た ファ イナ ンス リー ス 会 社 に 関す る 最初 の 規制 ルー 
ル で ある 。 業界 で は 、 本 件 弁 法 の 公布 に より 、 ファ イナ ンス リー ス 業 界 が 強い 規制 を 受け る 時 代 に 入っ た と み ら れ 
て いる 。 
本 件 弁 法 は 、 ファイ ナン スリ ー ス 会 社 の 運用 、 指標 、 規制 に つい て ルー ル を 明確 化し た も の で あり 、 従来 の 商務 
省 に よる 「 フ ァ イ ナ ンス リー ス 企 業 監督 管理 弁 法 」 と 比較 し て 、 ファ イナ ンス リー ス 業 界 に 対す る 国 に よる 規制 強化 、 
と り わ け 、 既存 企業 の うち の ファ イナ ンス リー ス を 主 営業 務 と し な い 企 業 、 連絡 で き な い 休眠 会 社 等 へ の 是正 ・ 整 
理 が 図ら れ て いる 。 具体 的 な 措置 と し て 、 まず は 、 ファ イナ ンス リー ス 会 社 の 経営 範囲 を 調整 し 、 ファイナ ンス リー 
会 社 に よる 担保 や 第 三 者 へ の 売掛金 の 譲渡 等 の リー ス 関連 以外 の 事業 活動 の 従事 を 禁止 する よう に な っ た 。 
また 、 ファ イナ ンス リー スズ ス 資産 に つい て 、 収入 を 生み 出す こと が で きる 固定 資産 で ある こと 等 の 要件 を 設置 し た 。 こ 
れ に よっ て 、 無 形 資産 、 金融 資産 その 他 の 収益 を 生み 出せ な い 公 共 福 祉 施設 が リー ス 資 産 か ら 除外 され た 。 さ 
ら に 、 ファイ ナン スリ ー ス 会 社 の 運営 リス ク を 下げ る た め に は 、 リ ー ス 資産 の 割合 、 債券 証券 投資 事業 、 賃借 人 の 
集中 管理 (純資産 に お ける 単 一 の 賃借 人 に 係る 事業 の 割合 ) 等 の 業務 規制 指標 を 新設 され た 。 な お 、 本 件 弁 
法 で は 、 ファ イナ ンス リー ス 会 社 が 正常 経営 、 非 正 常 経営 、 法令 規則 違反 経営 の 3 つ に 分 類 さ れ 、 既存 の ファ イ 
ナン スリ ー ス 会 社 は 3 年 間 の 移行 期間 内 に 本 件 弁 法 に 定め る 関連 規制 要件 を 満た す よ う 求 め ら れ て いる 。 最後 
に 、 本 件 弁 法 は 、 ファ イナ ンス リー ス 会 社 の 登記 ・ 変 更 登記 を 厳格 に 管理 する と し 、 変更 登記 に つい て は 事前 に 
地方 金融 規制 当局 に 報告 する と し て いる 。 
2020 年 5 月 26 日 公布 、2020 年 5 月 26 日 施行 ( 銀 保 監 発 [2020]22 号 ) 
[原文 ] 融資 租 策 公司 同 督 管理 折 行 沙 法 
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危険 廃棄 物 環境 許可 証 管理 弁 法 (修正 草案 )( 意 見 募集 稿 ) 
[ポイ ント ] 本 意見 募集 稿 は 2004 年 公布 の 『 危 険 廃 棄 物 経営 許可 証 管 理 弁 法 』( 国 務 院 令 第 408 号 ) の 改正 
弁 法 の 意見 募集 稿 で ある 。 中 国 に お いて 、 危険 廃棄 物 の 回 収 、 貯蔵 、 利用 及び 処理 の 事業 に 従事 する 事業 者 
は 「 危 険 廃 棄 物 環境 許可 証 」 の 取得 が 求め られ る と ころ 、 危険 廃棄 物 環 境 許可 証 は 、 危険 廃棄 物 総 合 許 可 証 
(回 収 、 貯蔵 、 利用 、 処理 ) と 危険 廃棄 物 回 収 許可 証 に 分 け て 設け られ て いる 。 本 意見 募集 稿 に お いて は 、 それ 
ぞ れ の 許認可 の 取得 に 必要 な 諸 条 件 (設備 要件 、 専門 家 要件 、 社内 規則 制度 の 整備 等 ) が 明らか に され て い 
る 。 
(意見 募集 期間 :2020 年 6 月 4 日 一 7 月 9 日 ) 
[原文 ] 危 陰 度 物 束 境 導 可 邊 管理 旋法 ( 修 打 草案 ) ( 征 求 意見 稿 ) 
附 件 1: 抄 送 単位 名 単 
附 件 2, 危 陰 度 物 束 境 首 可 正 
附 件 3. 危 陰 放 物 束 境 首 可 正 


管理 放 法 ( 修 打 草案 ) ( 征 求 意見 稿 ) 
管 天 


き 理 沙 法 ( 修 尊 草案 ) ( 征 求 意見 稿 ) 修 聞 明 


食品 安全 規制 > 
輸出 入 食品 安全 管理 弁 法 (意見 募集 稿 ) 
[ポイ ント ] 本 管理 弁 法 は 、 輸 出入 する 肉類 、 水産 品 、 乳 製品 な どの 製品 の 検 験 検疫 要求 を 含む 。 本 管理 弁 法 
に よれ ば 、 輸 入 健康 食品 、 特殊 膳 食 食品 の 中 国語 ラベ ル は 最小 販売 単位 の 包装 に 直接 印刷 し な けれ ば な ら ず 、 
貼付 し て は な ら な い 。 また 、 先行 検査 を 実施 し 、 初め て 輸入 する 乳 製品 の 全 項 目 検査 報告 は 行わ れ な い 。 新 し 
い モ デル の 先行 検査 が 一 部 の 地方 港 で 既に 実施 され て いる 。 税関 が 輸入 食品 に 対し て 輸入 前 の 事前 検査 を 実 
施 で きる こと が 規定 され て いる 。 これ に より 企業 は 不 合格 品 に 対し て 事前 に 対策 また は 措置 を 取っ て 適宜 に 損失 
を 防ぎ 、 経営 リス ク を 大 幅 に 低減 する こと が で きる 。 サン プル な どの 罰 易 外 の 食品 、 免税 経営 及び 大 使 館 ・ 領 事 
館 に お ける 自己 用 の 食品 に 対す る 監督 方 法 が 改め て 明確 に され て いる 。 
2020 年 6 月 11 日 公布 

意見 募集 期間 :2020 年 6 月 11 日 7 月 11 日 ) 
[原文 ] 送 出口 食品 安全 管理 旋法 ( 征 求 意見 稿 ) 


中 華人 民 共 和 国 商事 主体 登記 管理 条例 (草案 ) 
[ポイ ント ] 本 条例 は 、 こ れ ま で 異な る 条例 に より 管理 され て いた 会 社 、 企業 法人 、 パート ナー シッ プ 企 業 、 農民 専 
業 合作 社 党 の 登記 に つい て 、 統一 し た 登記 管理 制度 を 設け る こと を 目的 と し た も の で ある 。 本 条例 に お いて は 、 
これ まで 「 会 社 登記 管理 条例 」、「 企 業法 人 登記 管理 条例 」 等 に お いて 別々 に 定め られ て いた 登記 事項 、 登記 
申請 方 法 、 登記 管理 方 法 、 罰則 等 に つい て 統一 的 に 定め て お り 、 また 登記 手続 に つい て は オン ライ ン で 行う こと 
が で きる よう に すべ き 旨 (21 条 )、 お よび 営業 許可 証 に つい て も 電子 版 が 神 の 原本 と 同等 の 効力 を 持つ こと が 規 
定 さ れ て いる (23 条 )。 その 他 、 こ れ ま で 登記 手続 関係 の 書類 に お いて 原則 と し て 認め られ て いな か っ た 電子 箸 
名 に つい て も 、 使用 する こと が 可能 と な る 旨 規 定 さ れ て いる (22 条 )。 
2020 年 6 月 15 日 公布 

意見 募集 期間 :2020 年 6 月 15 日 一 7 月 15 日) 

[原文 ] 中 信人 民 共 和 国 商事 主体 登志 管 理 条 例 (草案 ) 


最高 人 民法 院 に よる 知 的 財産 権 民 事 訴訟 の 証拠 に 関す る 若干 規定 (意見 募集 稿 ) 

[ポイ ント ] 本 意見 募集 稿 は 、 知 的 財産 権 に 係る 民事 訴訟 に お ける 拳 証 責任 、 証拠 の 収集 ・ 保 全 、 証 拠 の 相互 
提示 ・ 調 べ 、 及び 証拠 の 認定 等 に つい て 定め る も の で ある 。 拳 証 責任 に つい て 、 方 法 特許 に 関す る 権利 者 の 苦 
証 責任 の 軽減 、 域外 で 形成 され た 証拠 の 公証 ・ 認 証 手続 き の 簡素 化 等 が 定め られ て いる 。 証拠 の 収集 ・ 保 全 に 
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つい て 、 証拠 保全 の 判断 基準 ・ 方 法 、 保全 の 対象 が 営業 秘密 で ある 場合 の 対処 方 法 、 保全 を 行っ た 後 申立 人 
が 訴訟 又は 仲裁 を 提起 し な い 場 合 の 救済 措置 、 鑑定 の 範囲 、 一 方 的 に 依頼 し た 鑑定 の 証拠 能力 等 が 定め られ 
て いる 。 証拠 の 相互 提示 ・ 調 べ に つい て 、 営業 秘密 に 係る 証拠 の 閲覧 制限 ・ 取 扱い 方 、 専門 知識 を 有する 者 ・ 
技術 調査 官 に よる 裁判 へ の 関わ り 方 等 が 定め られ て いる 。 また 、 証拠 の 認定 に つい て 、 主 に 電子 証拠 の 認定 、 
鑑定 意見 の 証明 力 等 が 定め られ て いる 。 

意見 募集 期間 :2020 年 6 月 15 日 一 7 月 31 日 ) 
[原文 ] 最高 人 民法 院 共 干 知 巡 導 板 民 事 間 人 愉 邊 据 的 若干 規定 ( 征 求 意見 稿 ) 


証券 業 規 制 > 
「 証 券 会 社 持分 管理 規定 」 の 改正 に 関す る 決定 (意見 募集 稿 ) 
[ポイ ント ] 本 決定 の 主 な 修正 は 以下 の と お り で ある 。 1. 主要 株 主 の 定義 が 修正 され た 。 証券 会 社 の 主要 株 主 に 
対す る 定義 が 「 証 券 会 社 の 25% 以 上 の 株 式 を 持つ 株 主 又 は 5% 以 上 の 株 式 を 持つ 第 一 の 株 主 」 か ら 「 証 券 会 社 
の 5% 以 上 の 株 式 を 持つ 株 主 」 に 変更 され た 。 2. 証券 会 社 の 主要 株 主 の 資質 要求 が 緩和 され た 。 主要 株 主 の 
持続 的 な 利益 能力 に 対す る 要求 が 削除 され 、 主要 株 主 の 純資産 が 2 億 元 か ら 5 千 万 元 を 下回ら な いも の と す 
る 旨 に 調整 され た 。 主要 株 主 に 対し て 相応 の 金融 業務 の 経験 が 要求 され な く な っ た 。 主要 株 主 が 業界 を リー ド す 
る と の 旨 の 要求 が 削除 され た 。 3. 証券 会 社 の 株 式 に 関す る 審査 事項 が 調整 され 、 さら に 監督 要求 が 明確 に さ 
れ た 。 
2020 年 6 月 12 日 公布 
意見 募集 期間 :2020 年 6 月 12 日 一 7 月 12 日 ) 
[原文 ] 茨 干 修 改 《 自 券 公司 股 板 管理 規定 》 的 決定 ( 征 求 意見 稿 ) 
附 件 1, 茨 干 修 改 《 征 券 公司 股 枝 管 理 規定 》 的 決定 ( 征 求 意 見 稿 ) 
附 件 2: 甘 王 《 症 券 公司 股 羽 管理 規定 》 的 修 改 池 明 
附 件 3: 甘 干 修 改 《 茨 干 突 施 下 券 公司 股 上 管 理 規定 有 茨 同 題 的 規定 》 的 決定 ( 征 求 意見 稿 ) 
附 件 4, 英 干 《 茨 干 突 施 延 券 公司 股 板 管理 規定 有 共 同 題 的 規定 》 的 修 改 送 明 


べく コ ロナ 対策 > 

最高 人 民法 院 に よる 新型 コロ ナウ イル ス に 関連 する 民事 事件 の 合法 ・ 適 切 審 理 に お ける 若干 問題 に 関す る 指 
導 意 見 ( 三 ) 

[ポイ ント ] 本 指導 意見 は 、 民事 訴訟 に 関す る コロ ナ 福 対応 を 定め た 一 連 の 指導 意見 の 第 3 弾 で ある 。 全体 は 大 
きく 4 つの 内 容 が 規定 され て いる 。 1 つ 目 は 、 コ ロナ 褐 に 関し 、 渉外 案件 に お ける 各種 手続 期間 の 延期 や 国外 で 
形成 され た 証拠 の 取り 扱い に 関す る 規定 で ある 。 2 つ 目 は 、 中 国法 又は 外国 法 に お ける 不可 抗力 法理 の 適切 な 
適用 に 関す る 注意 喚起 や 、 ウィ ー ン 売買 条約 、 特に 債務 者 の 支配 を 越え た 障害 に よる 不履行 に 関す る 規定 (第 
79 条 ) の 適用 に 関す る 注意 喚起 な ど を 定め た 規定 で ある 。 3 つ 目 は 、 コ ロナ 裾 で 特に 影響 が 大 きい と 思わ れる 運 
送 契約 、 渉外 商事 事件 、 海事 事件 の 審理 に お ける 解釈 指針 等 を 規定 し て いる 。 4 つ 目 は 、 人 民法 院 が 新型 コロ 
ナウ イル ス に 関す る 渉外 商事 海事 事件 を 審理 する 際 に 、 積極 的 に 簡易 化 を 促進 すべ き 旨 規定 し て いる 。 また 、 
人 民法 院 が 、 香港 、 マ カオ 及び 台湾 に か か る コロ ナ 褐 に 関す る 商事 ・ 海 事 事件 を 審理 する 場合 に も 本 指導 意見 
が 適用 され る と し て いる 。 

2020 年 6 月 8 日 公表 ( 法 発 [2020]20 号 ) 

[原文 ] 最高 人 民法 院 茨 干 依 法 妥 善 車 理 渉 新冠 肺炎 疫 情 民 事案 件 若干 同 量 的 指 生 意見 ( 三 ) 


商標 権 侵害 判断 基準 
[ポイ ント ] 商標 権 の 侵害 の 成否 に 関す る 判断 基準 を 詳細 に 規定 し た 法令 で ある 。 た と えば 侵害 と な る 商標 の 使 
用 に 関し て 、 説明 書 ・ パ ン フ レッ ト ・ 価 格 表 に 表記 する こと 、 商品 の 売買 契約 ・ レ シー ト ・ 輸 出入 の 検疫 証明 ・ 通 関 
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書類 等 へ の 使用 (4 条 )、 従業 員 の ユニ フォ ー ム ・ メ ニュ ー 等 へ の 使用 (5 条 ) も 含ま れる こと 、 商標 の 使用 が 侵害 
を 構成 し うる 同種 の 商品 に つい て 、 商品 の 名 称 が 異な る 場合 で も 効能 ・ 用 途 ・ 主 原料 ・ 生 産 部 門 ・ 消 費 者 ・ 販 売 
ルー ト 等 が 類似 する 場合 も 含む こと (9 条 ) 等 が 規定 され 明確 化 が 図ら れ て いる 。 また 、 類似 商標 類似 商品 に 関 
する 商標 侵害 の 要件 で ある 「 容 易 に 混合 を 生じ させ る こと 」 の 判断 基準 に 関し て も 、 登録 商標 の 知名 度 や 消費 者 
の 認知 度 等 が 考慮 され る こと 等 が 規定 され て いる (21 条 )。 今後 の 商標 権 侵 害 紛争 の 際 に 大 き な 参 照 価値 を 有 
する と 思わ れる 。 

2020 年 6 月 15 日 公布 、2020 年 6 月 15 日 施行 

[原文 ] 商 酸 侵 板 羊 断 酸 准 


証券 投資 規制 > 

外国 投資 家 の 上 場 企業 に 対す る 戦略 投資 管理 弁 法 (改正 草案 公開 意見 募集 稿 ) 

[ポイ ント ] 本 管理 弁 法 は 投資 の ハー ドル を 大 幅 に 下げ る 。 支配 株 主 で な い 外 国 投 資 家 また は その 全額 投資 家 に 
対す る 資産 総額 の 要求 が 緩和 され 、 1 億 米ドル の 資産 を 所 有する 、 また は 5 億 米ドル の 資産 を 管理 する こと と の 
要求 か ら 、 それぞれ 5000 万 米ドル と 3 億 米ドル に 緩和 され た 。 また 、 外国 投資 家 の 持 株 期間 が 3 年 か ら 12 カ 
月 に 短縮 され た 。 さら に 、 外国 投資 家 に 対す る 上 場 会 社 の 新株 割当 発行 に よる 戦略 投資 の 持株 比率 の 要求 が 
削除 され 、 協議 譲渡 方 式 に よる 戦略 投資 の 持株 比率 の 要求 が 10% か ら 5% に 緩和 され た 。 また 、 本 管理 弁 法 に 
より 投資 方 法 が 増え る 。 1 つ 目 は 、 契約 買収 方 式 を 適用 範囲 に 組み 入れ る こと が で きる 。 2 つ 目 は 、 国境 を 越え 
た 株 式 交換 の 条件 が 緩和 され 、 上場 会 社 が 新株 発行 、 買収 申込 等 の 方 法 で 戦略 投資 を 実施 し た 場合 、 外国 
投資 家 は その 保有 する 、 また は 増発 し た 海外 の 非 上 場 企業 の 株 式 を 支払 手段 と する こと が で きる 。 3 つ 目 は 、 外 
国 投資 家 が 株 式 譲渡 シス テム に 上 場 し て いる 全国 の 中 小 企業 に 対し て 戦略 投資 を 実施 する こと が で きる 。 
2020 年 6 月 18 日 公布 

意見 募集 期間 :2020 年 6 月 18 日 一 7 月 19 日 ) 


中 華人 民 共和 国 醒 案 法 

[ポイ ント ] 本 法 は 従来 の 構 案 法 の 改正 法 で あり 、 現行 の 6 章 27 条 の 条文 が 8 章 53 条 に 大 幅 に 増加 し て いる 。 
ここ で の 村 案 と は 行政 機関 が 保有 する 保存 書類 の こと を 指す が 、 今回 の 改正 に より 、 模 案 の 情報 化 に 関す る 章 と 
管理 監督 に 関す る 章 が 設け られ る こと に な っ た 。 前 者 に お いて は 、 柏 案 の 電子 的 保管 に よる 安全 保存 及び 有効 
利用 が 推奨 され て お り 、 電子 樺 案 と 伝統 的 な 形式 に よる 欄 案 は 同等 の 効力 を 持つ も の と 規定 され て いる 。 な お 、 
電子 宰 案 管理 弁 法 に つい て は 国家 答案 主管 部 門 と 関連 する 部 門 が 制定 する と され て いる (37 条 )。 また 、 欄 案 
の 公開 に 関し て 、 現行 法 で は 作成 か ら 30 年 間 公 開 す る と され て いる と ころ 、 25 年 間 に 縮小 され て いる (27 条 )。 
た だ し 、 経済 、 教育 、 科学 技術 、 文化 等 に 関す る 構 案 に つい て は 25 年 未満 と する こと も 可能 と され て いる 。 
2020 年 6 月 20 日 公布 、2021 年 1 月 1 日 施行 

[原文 ] 中 信人 民 共 和 国 構 案 法 


化粧 品 監督 管理 条例 

[ポイ ント ] 本 条例 は 1990 年 に 施行 され た 「 化 粧品 衛生 監督 条例 」 を 改正 する も の で あり 、 旧 条 例 は 本 条例 の 施 
行 と と も に 廃止 され る 。 本 条例 の 制定 背景 に は 、 化粧 品 へ の 消費 ニー ズ の 拡大 、 新 原料 や 新 技術 に 対応 する こ 
と が あり 、 本 条例 は 旧 条 例 と 比較 し て 条文 数 が 35 条 か ら 80 条 に 増加 され る な ど 、 内 容 面 に お いて 大 幅 に 追加 
され て いる 。 本 条例 は 、「 放 管 並 重 」( 地 方 分 権 と 中 央 管理 共に 重んじ る ) の 要求 に 従い 、 化粧 品 と 化粧 品 原料 、 
それ ぞ れ の リス ク に 応じ た 登録 ・ 届 出 手続 き を 定め られ て いる 。 具体 的 に は 、 化粧 品 は 「 特 殊 化粧 品 」 と 「 普 通化 
粧品 」 に 分 類 し 、 「 特殊 化粧 品 」 は 登録 制 、「 普 通化 粧品 」 は 届出 制 と 整理 され た 。 また 、 新 原料 の 申請 に お いて 
も 「 高 リス ク 原 料 」 と 「 一 般 原 料 」 に 分 類 さ れ 、 そ れ ぞ れ に つい て 申請 か ら 登録 可 箇 ま で の 審査 期間 が 規定 され て 
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いる 。 更に 、 本 条例 は 、 監督 管理 体系 を 改善 し 、 化粧 品 の 品質 保持 と 安全 確保 に 関し て は 企業 に 主体 的 な 責 
任 が ある こと を 明確 に し 、 違法 企業 や 関連 責任 者 に 対す る 処罰 を 強化 し て いる 。 な お 、 本 条例 に よる と 歯磨 き 粉 
は 「 普 通化 粧品 」 に 分 類 さ れ て いる 一 方 で 、 石鹸 は 特殊 の 美容 効果 が な い 限 り は 本 条例 の 適用 は 受け な いと さ 
れい て る (本 条例 77 条 )。 

2020 年 6 月 29 日 公布 、2021 年 1 月 1 日 施行 ( 国 令 第 727 号 ) 

[原文 ] 化 枚 品 敵 督 管 理 条例 


中 華人 民 共 和 国 香港 特別 行政 区 国家 安全 保護 法 

[ポイ ント ] 同 法 は 、 香港 特別 行政 区 (以下 「 香 港 」 と いう 。 に お ける 高度 の 自治 を 再 確認 し 、 一 国 二 制度 を 前 提 と 
し つつ 、 香港 に お いて 、 また は 香港 に 向け られ た 、 中 国 の 国家 安全 を 脅かす 犯罪 行為 を 規定 し 、 また 、 当該 犯罪 
行為 の 捜査 に つい て 、 原則 と し て 香港 行政 区 が 管轄 する も の の 、 中 央 人 民政 府 が 設置 する 国家 安全 保障 局 が 
情報 収集 を 行い 、 外国 の 関与 に より 複雑 な 案件 と 認め られ る 場合 等 一 定 の 条件 の 下 で 、 中 央 人 民政 府 の 承認 
に 基づい て 、 国家 安全 保障 局 が 管轄 権 を 行使 する こと が で きる も の と 定め た 。 また 、 上 記 犯 罪 行 為 は 、 香港 に お 
いて 行為 に 及 ん だ 場合 に 限ら れず 、 外国 に 居住 する 非 香港 居住 者 の 行為 に つい て も 成立 する こと が 規定 され て 
いる 。 

2020 年 6 月 30 日 公布 、 同 日 施行 

[原文 ] 中 塗 人 民 共 和 国 香港 特別 行政 区 佐 折 国家 安全 法 
※ な お 、 区 事 務 所 で は 、「 香 港 国家 安全 保護 法 」 の 和訳 (暫定 翻訳 )」 作 成 し て お り ま す 。 ご 入 用 の 場合 に は 、 


お 手数 で す が 本 配信 メー ル ア ド レス まで ご 連絡 くだ さい 。 


く デ ー タ 管理 規制 > 

中 華人 民 共 和 国 デー タ 安 全 法 (草案 ) 
[ポイ ント ] 本 法 は 、 デー タ の 安全 を 保障 し 、 デー タ の 開発 利用 を 促進 し 、 人 民 及 び 組 織 の 合法 的 な 権益 を 守り 、 
国家 の 主権 、 安全 と 利益 発展 を 維持 する こと を 目的 に 制定 する 法律 で あり 、 草案 が 公開 され た も の で ある 。 本 法 
の 適用 の 対象 と な る デー タ と は 電子 、 非 電子 を 問わ ず あ ら ゆ る 形式 で の 情報 記録 を 指し て いる 。 国家 は デー タ 安 
全 緊 急 対 応 制度 を 構築 する と し て お り 、 デー タ の 安全 に 関す る 事件 が 発生 し た 場合 は 、 関連 部 門 は 緊急 対応 を 
行い 、 安全 を 確保 する こと が 求め られ て いる (21 条 )。 また 、 公安 その 他 の 国家 安全 機関 が 国家 安全 維持 の た め 
に デー タ の 収集 を 必要 と する 場合 に は 、 関連 機関 や 個人 は これ に 協力 し な けれ ば な ら な いと され て いる (32 条 )。 
本 法 の 詳細 に つい て は 「Lawyer's eye」 の 項 を 参照 され た い 。 
2020 年 7 月 2 日 公布 

意見 募集 期間 :2020 年 7 月 2 日 一 8 月 16 日 ) 
[原文 ] 中 信人 民 共 和 国 数 据 安 全 法 ( 草 案 ) 


知 的 財産 権 サ ービス 規範 EC プラ ッ ト フ ォ ー ム (意見 募集 稿 ) 
[ポイ ント ] 北京 市 に よる 、 知 財 サ ービス 、EC プラ ッ ト フ ォ ー ム に 関す る 地方 標準 の 意見 募集 稿 。 基本 的 に E コマ 
ー ス に 関す る 既存 の 国家 標準 に 則っ た も の で ある が 、 EC プラ ッ ト フ ォ ー ム に 関す る 今後 の 各地 方 に お ける 地方 標 
準 の フォ ー マ ッ ト 的 役割 を 果たす 可能 性 も 高い と 思わ れる 。 
2020 年 7 月 2 日 公布 
意見 募集 期間 :2020 年 7 月 2 日 8 月 1 日 ) 
[原文 ] 知 巡 疾 服 鼻 規 活 申 子 商 鼻 平 台 ( 征 求 意 見 稿 ) 
附 件 1. 《 知 和 導 服 竹 規 光 % 申 子 商 秋 平台 》 征 求 意 見 策 
附 件 2, 意見 反 僕 
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中 華人 民 共 和 国 特許 法 改正 案 (草案 二 次 審議 稿 ) 

[ポイ ント ] 本 草案 は 、 今回 の 改正 に あたっ て の 2 回 目 の パ ブリ ッ ク コ メン ト と な り 、 2018 年 に 行わ れ た パブ リッ クコ 
メン ト か ら の 実質 的 な 変更 点 は 、 主 に 損害 賠償 の 下限 額 (10 万 元 ) に 関す る 規定 の 削除 、 パテ ント リン ケー ジ 制 
度 の 導入 で ある 。 パテ ント リン ケー ジ は 医薬 品 販売 承認 を 管轄 する 当局 が 後発 医薬 品 の 販売 承認 手続 き に お い 
て 、 後 発 医薬 品 が 先発 医薬 品 の 特許 権 の 侵害 性 を 配慮 する シス テム で あり 、 近年 、 先発 医薬 品 の 早期 販売 を 
推進 する 中 国 で は 大 い に 議 論 さ れ て いる 。 今後 、 パテ ント リン ケー ジ の 下 で 、 先発 医薬 品 と 後発 医薬 品 を めぐ る 
特許 紛争 の 解決 メカ ニズム の 構築 が 注目 され る 。 

2020 年 7 月 3 日 公布 、 2020 年 8 月 16 日 施行 

[原文 ] 中 信人 民 共 和 国 志 利 法 修正 案 (草案 二 次 軍 竣 稿 ) 


く 輸 出 管理 > 

中 華人 民 共 和 国 輸出 管理 法 ( 草 案 二 次 審議 稿 ) 
[ポイ ント ] 2017 年 6 月 16 日 に 公表 され た 輸出 管理 法 (草案 意見 募集 稿 ) 及 び 2019 年 12 月 28 日 に 公表 さ 
れ た 輸出 管理 法 (草案 ) に 続き 、 この度 、 輸出 管理 法 の 意見 募集 稿 の 第 3 稿 が 公表 され た 。 
輸出 管理 法 は 、 日 本 の 外為 法 に 該当 する 法令 で あり 、 転用 可能 物品 、 軍事 用 品 、 核 、 そ の 他 核 拡散 防止 等 国 
際 義 務 の 履行 及び 国家 安全 の 維持 に 関連 する 貨物 、 技術 、 サ ービス 等 (管理 項目 ) の 輸出 を 規制 する 法令 で 
ある 。 
特徴 的 な 規定 と し て 、 中 国 国内 に 所 在 す る 外国 組織 や 自然 人 に 対す る 管理 項目 の 提供 も 輸出 と みな し て 規制 
の 対象 と する か の よう に 読め る 条項 (みな し 輸出 )、 中 国 原産 の 管理 項目 を 中 国 以 外 の 国 で 輸入 し 、 こ れ を 製品 
に 組み 込む な ど し た うえ で 第 三国 へ 輸出 する 行為 ( 再 輸出 ) も 規制 の 対象 と する 条項 、 エ ンド ユー ザー・ 最 終 用 
途 の リス ク 評 価 制度 、 問題 の ある エン ド ユ ー ザ ー に つい て の ブラ ッ ク リ スト 制 な ど が 挙げ られ る 。 
今回 の 意見 募集 稿 で は 、 臨時 管理 に 関す る 規定 の 詳細 化 、 第 2 稿 で 強制 規定 と され て いた 輸出 管理 内 部 コン 
プラ イア ンス 審査 制度 の 制定 の 任意 化 、 輸出 の 包括 許可 制 の 規定 な どい くつ か の 修正 が 行わ れ て いる 。 この ほ 
か 、 中 国 国内 の 組織 ・ 個 人 が 、 国外 に 向け て 輸出 管理 に 関す る 情報 を 提供 する 場合 に 「 法 に 基づい て 行わ な け 
れ ば な ら ず 、 国家 の 安全 を 害する 可能 性 の ある 場合 、 提供 し て は な ら な い 。 」( 第 32 条 2 項 ) と の 新設 規定 が 注 
目 に 値する 。 規制 対象 と な る 行為 の 範囲 が 曖昧 で あり 、 今後 細則 等 が 出 て きた 際 に 、 企業 に よっ て は オペ レー シ 
ョ ン の 見 直し が 必要 と な る 可能 性 が ある 。 今後 の 立法 動向 に 注目 され た い 。 

意見 募集 期間 :2020 年 7 月 3 日 一 8 月 16 日 ) 
[原文 ] 中 入 人 民 共 和 国 出口 管制 法 (草案 二 次 車 和 稿 ) 


中 小 企業 代金 支払 保障 条例 

[ポイ ント ] 同 法 は 、 大 企業 の 中 小 企業 に 対す る 代金 支払 い に つ いて 、 原則 と し て 商品 、 工事 、 サー ビス 提供 後 
30 日 以内 に 支払 うこ と を 定め (契約 で 別途 定め る 場合 で も 最大 で 60 日 )、 検収 期限 や 支払 方 法 の 制限 を 設け 、 
また 、 不 合理 な 決済 条件 又は 不当 な 弁明 に よる 代金 支払 い の 延長 が 認め られ な いこ と が 規定 され て いる 。 当該 
条件 に 従わ な い 代 金 支払 の 遅延 に つい て は 、 企業 情報 公示 シス テム を 通じ て 公開 し 、 人 民政 府 に 設定 され る 管 
轄 部 門 が 中 小 企業 の 苦情 を 受け 付け る こと に より 間接 的 に 解決 し 、 また 、 責任 者 が 処罰 を 受け うる こと も 規定 さ 
れ て いる 。 

2020 年 7 月 14 日 公布 、2020 年 9 月 1 日 施行 

[原文 ] 保障 中 小 企 款 項 支 付 条例 


外商 投資 奨励 産業 目録 (2020 年 版 )( 意 見 募集 稿 ) 
[ポイ ント ] 本 目録 は 、 同 目録 (2019 年 版 ) の 修正 案 で あり 、 正式 に 公布 され て は いな い 。 同 目録 に 記載 され る 領 
域 へ の 外国 企業 に よる 投資 に 対し て は 、 優遇 税制 等 の 投資 奨励 措置 が 講じ られ る 可能 性 が ある (どの よう な 投 
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資 優遇 が 享受 で きる か は 個別 的 に 確認 が 必要 で ある 。 )。 
同 目録 (2019 年 版 ) に 比較 する と 、 全体 的 に は 対象 項目 は 増加 し て いる 。 中 で も 、 原材料 、 部 品 、 端末 製品 等 
の 製造 、 R&D、 電子 コマ ー ス 、 先端 物流 、 情報 サー ビス 等 へ の 投資 を より 一 層 具 体 化 し て 列記 し て いる 点 が 特徴 
で ある 。 
意見 募集 期間 :2020 年 8 月 30 日 まで ) 
[原文 ] 喜 励 外商 投資 疾 並 目 尺 (2020 年 版 ) ( 征 求 意 見 稿 ) 
附 件 1, 202007 《 吉 励 外商 投資 疾 並 目 尿 (2020 年 版 ) ( 征 求 意 見 稿 ) 》 
附 件 2: 甘 干 修 《 鼓 励 外商 投資 産 半 目 尺 》 的 明 


※ ぐ 上 記 以 外 の 今月 の その 他 の 重要 な 新法 令 > 


【 上 海 自 由 禄 易 試験 区 関連 法令 一 覧 】 
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中 男 万 司 夫 


中 国 の 高速 鉄道 の 現在 
弁護 士 徳山 剛史 


今日 、 中国 で は 新型 コロ ナウ イル ス の 流行 は 徐々 に 落ち 着き を 見 せ は じ め 、 人 々 の 社会 生活 も 一 定 の 制限 が あり つ 
つも 日 常に 戻り つつ ある 。 国外 と の 間 の 往来 は 依然 と し て か な り 制 限 さ れ て いる 状態 に ある が 、 国内 に お ける 都市 間 
の 移動 は 徐々 に 回 復 し つつ あり 、 出張 や 旅行 を 行う 人 人々 も 増え て いる 。 

中 国 国内 の 移動 手段 と し て は 、 昨今 航空 機 も 増え て き て いる も の の 、 依然 と し て 鉄道 は メイ ン の 手段 と いえ る 。 特に 、 
高速 鉄道 は 近 時 その 路線 網 を 急速 に 発展 させ 、10 年 前 で は 考え られ な か っ た ほど 国内 の 長 距 離 移動 は 高速 で 、 
か つ 安 全 ・ 快 適 な も の に 様変わり し て いる 。 筆者 は 、 中 国 北 京 や 上 海 に 駐在 し て お り 、 高速 鉄道 を 利用 する こと も 多 
い 。 今回 は 、 現在 も な お 急速 な 発展 を 続け る 中 国 の 高速 鉄道 の 最新 事情 に つい て 紹介 し た い 。 


1. 中 国 全 土 の 主 要 都 市 を 高速 で 繋ぐ 「 高 速 鉄道 」 

本 コラ ム 執 筆 時 (2020 年 8 月 17 日 ) 現 在 、 中 国 の 鉄道 網 は 14 万 キロ 以上 に 及び 、 その うち 高速 鉄道 の 路線 綱 
は 約 3 万 5 千 キ ロ に 及 ん で いる 。 この 高速 鉄道 の 総 延長 距離 は 日 本 の 鉄道 全体 の 総 延長 を 上 回 る 距離 で あり 、 世 
界 の 高速 鉄道 路線 の 66% 以 上 を 占め る と いわ れ て いる 。 北 は 黒龍 江 省 の チチ ハル 、 南 は 海南 島 の 三 亜 、 西 は 新 玉 
ウイ グル 自治 区 の ウル ムチ まで 、 その 路線 網 は 中 国 全土 に 伸び て いる 。 

中 国 で は 、 鉄道 の 高速 化 は 1997 年 ご ろか ら 推 し 進め られ て きた 。 当時 の 鉄道 は ほとん ど が 単線 非 電化 の 路線 で 、 
時 速 860 キロ の ディ ー ゼ ル 機 関 車 が 客車 を けん 引 し 、 幹線 路線 で も 未だ に 蒸気 機関 車 が 走っ て いる な ど 、 高速 鉄道 
が 走る こと は 容易 に 想像 で き な い 時 代 で あっ た 。 2008 年 に は 、 政府 と 鉄道 部 に よる 中 長期 鉄道 網 計画 の 修正 案 が 
発表 され 、 高速 鉄道 の 「 四 縦 四 横 」( 南 北 を 結ぶ 4 幹線 と 東西 を 結ぶ 4 幹線 の 路線 網 ) の 整備 と 三 大 経済 園 に お 
ける 都市 間 鉄道 網 の 整備 等 が 目標 を と され た こと に より 、 高速 鉄道 路線 の 建設 は さら に 進む こと に な っ た 。 2008 年 
の 北京 オリ ン ピ ッ ク の 開催 に 合わ せ 、 北京 と 天津 を 結ぶ 京 津 城 際 鉄 道 が 開業 し 、 時 速 350 キロ で の 運転 を 実現 し た 
(その 後 、2011 年 8 月 の 事故 に より 、 後述 する 「 復 興 号 」 が 登場 する まで 最高 時 速 は 300 キロ と な っ た 。 )。 2011 
年 7 月 に は 北京 と 上 海 を 結ぶ 京 漏 高速 鉄道 が 開業 し 、 2012 年 12 月 に は 北京 と 広州 ・ 深 赴 が 高速 鉄道 で 結ば れ 
た 。 さら に 、 2018 年 9 月 に は 深 直 か ら 香 港 に 至る 高速 鉄道 も 開業 し て お り 、 香港 側 の 香港 西 九 龍 駅 に お いて 中 還 
本 土 と 香港 の 出入 境 審査 を 同時 に 行う 「 一 地 両 検 」 制 度 が 導入 され た 。 


2.「 高 速 鉄道 」 の 最新 豆 知識 

運転 本 数 

以上 の よう に 、 か な り 充 実 し た 路線 網 を 有 し て いる 中 国 の 高速 鉄道 で ある が 、 その 運転 本 数 に 着目 する と 、 北京 と 上 
海 の 二 大 都市 間 を 結ぶ 高速 列車 の 本 数 は 1 日 45 往復 程度 で あり 、 日 本 の 東海 道 新幹線 の 本 数 に 比べ れ ば か な 
り 少 な い 。 も っ と も 、 これ は 同 区 間 の 距離 が 1300 キロ 以上 あり 、 最速 で も 4 時 間 半 程度 か か る こと か ら 、 航空 の 方 が 
依然 と し て 相対 的 に 有利 で ある こと に よる 。 これ に 対し て 、 2 時 間 程 度 の 距離 で ある 南京 上 海 間 で は 、 2 路線 の 高 
速 鉄道 が 並 走 し て お り 、 同 区 間 に お ける 高速 鉄道 の 合計 本 数 は 1 日 約 250 往復 に 達し て いる 。 北京 一 天津 間 な ど 
も 同様 で 、 区 間 に よ っ て は か な り 高 頻度 の 運転 が 行わ れ て いる 。 

な お 、 列車 の 定時 性 は か な り 優れ て いる と いっ て よく 、 少な く と も 高速 鉄道 に 関し て は 、 悪天候 の 場合 な ど を 除い て 遅 
れる こと は あま りな い 。 国内 航空 便 が 頻繁 に 遅れ が ち で ある の に 対し て 、 この 点 は 高速 鉄道 の 強み で ある と いえ よう 。 
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「 実 名 制 乗 車 」- 利 用 に は 身分 証 の 確認 まで 必要 - 

また 、 中 国 の 鉄道 で は 2012 年 か ら 実名 制 乗車 と 呼ば れる 制度 を 採用 し て いる 。 列車 の 切符 に は 名 前 と 身分 証 番 
号 (外国 人 の 場合 は パス ポー ト 番 号 ) が 記載 され て お り 、 乗車 の 際 は 身分 証 と と も に これ を 見 せる 必要 が ある 。 人 、 
証 (身分 証明 書類 )、 票 (切符 ) の 3 つが 照合 で き て 初め て 乗車 で きる と いう も の で ある (な お 、 同 制 度 は 現在 、 国内 
航空 は も と より 、 長 距 離 バ ス な ど に も 導入 され て いる 。 )。 

これ は 安全 セキ ュ リ ティ 上 の 配慮 も ある が 、 以前 は 鉄道 の 本 数 が 少な く 切符 の 入手 が 困難 で 、 転売 が 横行 し て いた 
こと へ の 対策 と し て 始ま っ た 制度 で ある 。 切符 の 購入 や 、 ネッ ト で 予約 し た 切符 の 受け 取り は 駅 に 設置 され て いる 自 
動 券売 機 で 行う こと が で きる が 、 その 際 の 発券 シス テム は 中 国 の 身分 証 に し か 対応 し て お ら ず 、 (パスポート し か 持ち 
合わ せ て いな い ) 外 国人 は 、 結局 駅 の 窓口 で 発券 の た め に 長蛇 の 列 に 並ば ざる を 得 な い 場 合 が ある の で 注意 を 要 
する (た だ し 、 後述 の 「 電 子 客 票 」 を 導入 し て いる 線 区 で は 切符 の 発券 は 必要 な い 。 )。 


昨今 進め られ る 高速 鉄道 DX-「 電 子 客 票 制度 」- 

中 国 で は 社会 イン フラ 等 に お いて 急速 に DX( デ ジタル トラ ンス フォ ー メ ーション ) が 進ん で いる 。 鉄道 に お いて も 、 高速 
鉄道 を 中 心 に 「 電 子 客 票 」( 日 本 語 で いえ ば 、E チケ ッ ト ) と いう 統一 的 デー タン シス テム の 導入 が 2019 年 か ら 徐 々 に 
進み 始め て いる 。 これ は 、 紙 の 切符 を 廃止 し て 旅客 の 購入 情報 を 全て 鉄路 局 の サー バ 上 で デー タ 化 する と いう も の 
で あり 、 ネッ ト で 予約 し た 場合 に は 居民 身分 証 や パス ポー ト を 持っ て 駅 で 提示 すれ ば 改札 が 受け られ 、 その まま 乗車 
する こと が で きる 。 これ に より 外国 人 で も 窓口 に 並ぶ 必要 は な く な り 、 完全 な チケ ッ ト レ ス 乗 車 が 可能 と な っ た 。 この 電 
子 客 票 サー ビス は 2020 年 4 月 29 日 に 全て の 高速 鉄道 路線 に お いて 導入 が 完了 し 、 同年 6 月 20 日 か ら は 在 来 
線 に も 導入 され る よう に な っ た 。 


鉄道 系 アプ リー-「 鉄 路 12306」- 

現在 、 中 国 の 鉄道 の 利用 者 が 鉄道 の 切符 を 予約 ・ 購 入 する 際 、 その 過半 数 が スマ ホ ア プ リ 「 鉄路 12306」 を 利用 し 
て いる と いわ れ て いる 。 上 記 の 電子 客 票 サー ビス の 拡大 も あり 、 スマ ホ で 予約 し て 身分 証 を 改札 に タッ チ し て 乗車 す 
る と いう スタ イル が 確立 し つつ ある 。 この 「 鉄 路 12306」 ア プリ は WeChat や アリ ペイ と いっ た 決済 アプ リ と 紐 づ いて お 
り 、 アプ リ 上 で 決済 まで 行う こと が で きる よう に な っ て いる 。 

「 電 子 客 票 」(E チケ ッ ト ) 等 の シス テム が 浸透 し つつ あり 、 10 年 前 と 比べ る と 現在 は か な り ス ムー ズ で スト レス フリ ー に 
高速 鉄道 の 利用 が で きる よう に な っ た 。 も っ と も 、 外国 人 旅行 者 等 か ら す る と 、 特有 な 鉄道 アプ リ 等 の 使用 (E チケ ッ 
ト の 購入 ) が 最初 の ハー ドル に 映る か も し れ な い 。 

さら に は 、 移動 に 相当 な 時 間 が か か る 巨大 な 駅 建物 、 全 て の 駅 で 行わ れる 厳し い 安全 検査 、 発車 約 5 分 前 (駅 に よ 
り 異 な る ) に 締め 切ら れる 列車 別 改札 な ど 、 中 国鉄 道 独特 の 要素 も 存在 する 。 日 本 の 新幹線 の よう に 駅 に つい て す 
ぐに 発車 直前 の 列車 に 乗車 する と いう 利用 感覚 か ら す る と 利便 性 は まだ 低い と 感じ られ る か も し れ な い 。 


3. 高速 鉄道 の 車両 - 輸 入 か ら 国 産 化 へ - 

中 国 の 高速 鉄道 の 車両 は 、 当初 は 主 に 国外 か ら 輸 入 し た も の が 
使用 され て いた 。 高速 鉄道 の 移 明 期 で ある 2007 年 に 運用 を 開始 
し た CRH1 型 は 、 スウェーデン の 「 レ ジー ナ 」 と し て 用 いら れ て いた ボ 
ン バ ル ディ ア 社 製 の 高速 鉄道 車両 を 導入 し た も の で ある 。 その 後 、 
日 本 の E2 系 1000 番台 新幹線 電車 を ベー ス と し た CRH2 型 、 ド イ 
ツ の ICE3-403/406 を ベー ス と し た CRH3 型 、 イタ リア の ETR600 
を ベー ス と し た CRH5 型 な ど が 導入 され る よう に な っ た 。 さら に これ 
ら の 車両 を ベー ス に 、 国産 化し た CRH380A/B/C/D 型 が 開発 さ 
れ 、 い ずれ も 最高 時 速 300 キロ で の 運転 を 行っ て いる 。 これ ら の 車 
両 に は いずれ も 「 和 庶 号 」 と いう 愛称 が 付け られ て いる 。 全 自 動 運 転 に 対応 し た CR400BF-C 型 
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その 後 2016 年 8 月 に は 、 こ れ ま で の 「 和 庶 号 」 の 愛称 を 捨て 、 そ れ ま で の 車両 か ら 完 全 に デザ イン を 一 新 し た 国産 
車両 の CR400AF 型 が 登場 し た 。 これ に は 「 復 興 号 」 と いう 新た な 愛称 が 付け られ 、 新 時 代 の 中 国 高速 鉄道 の スタ ン 
ダー ド と な っ て いる 。 復興 号 に は その 後 CR400BF 型 も 登場 し 、CR400AF 型 と と も に 最高 時 速 350 キロ で の 営業 運 
転 を 行っ て いる 。 さら に 、 2022 年 北京 冬季 五輪 を 見 据え て 2019 年 12 月 30 日 に 開業 し た 京 張 高速 鉄道 に お い 
て 運用 を 開始 し た CR400BF-C 型 は 全 自 動 で の 高速 運転 が 可能 と な っ て お り 、 「 智 能動 車 組 」 の 愛称 が 付い て い 
る 。 筆者 は ほぼ すべ て の 形式 の 高速 鉄道 車両 に 乗車 し て みた が 、 その 感想 と し て 言え ば 最新 の 復興 号 の 車両 は 乗 
り 心 地 が 良く 、 長 時 間 乗 車 し て も それ ほど 疲労 感 を 感じ な い 。 また 、 コン セン ト な ども 多く 設置 され て いる た め 、 車内 で 
仕事 な ど を 行う こと に も 適し て いる 。 


4.「 高 速 鉄道 」 路 線 網 が 描き 出す 中 国 の カタ チ 

2020 年 8 月 13 日 、 中 国 国家 鉄路 集団 有限 公司 は 「 新 時 代 交 通 強 国鉄 路 先 行 計画 要綱 」 を 発表 し 、 2035 年 ま 
で に 鉄道 の 路線 網 を 20 万 キロ に 拡大 し 、 そ の うと 高速 鉄道 を 7 万 キロ に 拡大 する こと を 目指 すこ と を 政策 目標 と し 
て 公表 し た 。 これ に より 、 人 口 50 万 人 以上 の 全て の 都市 が 高速 鉄道 で 結ば れる こと に な る 。 この 計画 に お いて 明 ら 
か に され て いる よう に 、 中 国 の 高速 鉄道 は 今後 も 発展 を 続け て いく こと が 予定 され て お り 、 これ まで 以上 に より 一 層 、 
中 国 に お ける 国内 移動 手段 の スタ ンダ ー ド に な っ て いく < と 考え られ る 。 

外国 人 に は 、 専用 アプ リ や 中 国語 表示 な ど が ハー ドル に な る か も し れ な い が 、 筆者 と し て は 出張 や 旅行 で 中 国 に 訪 
れ た 際 は 、 ぜひ 高速 鉄道 に 乗車 され る こと を お 勧め し た い 。 現在 の 「 高 速 鉄道 」 か ら は 、 中 国 の スマ ホ 経 済 (E- 切 
符 )、 社会 イン フラ DX、 路線 網 の 発展 性 、 モビ ピリ ティ の 新しい 概念 (コネ ク テ ッ ド 車 両 、 Al 車両 ) を 体験 で きる に 違い な 
RW 


以上 
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本 ニュ ー ス レタ ー の 内 容 は 、 一 般 的 な 情報 提供 で あり 、 具体 的 な 法 的 アド バイ ス で は あり ませ ん 。 お 問い 合 
わせ 等 ご ざい まし た ら 、 下記 弁護 士 ま で ご 遠慮 な く ご 連絡 下さ いま す よ う 、 お 願い いた し ます 。 


本 ニュ ー ス レタ ー の 編集 担当 者 は 、 以下 の と お り で す 。 
弁護 士 森脇 章 (akira_moriwaki@amt-law.com) 
弁護 士 中 川 裕 茂 (hiroshigenakagawa@amt-law.com) 
弁護 士 若林 耕 (ko.wakabayashi@amt-law.com) 


ニュ ー ス レタ ー の 配信 停止 を ご 希望 の 場合 に は 、 お 手数 で す が 、 お 問い 合わ せ に て お 手続 き 下 さい ます よう 
お 願い いた し ます 。 


ニュ ー ス レタ ー の バッ ク ナ ン バー は 、 こち ら に て ご 覧 いた だ け ま す 。 
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